
   伊勢原市道路占用規則の一部を改正する規則 

 伊勢原市道路占用規則（昭和６２年伊勢原市規則第６号）の一部を次のように

改正する。 

  第２３条第１項の表を次のように改める。 

占用物件 減額率等 

条例第５条

第１号に掲

げるもの 

 

 

  

水道事業、工業用水道事業、交通事業、電

気事業、ガス事業、簡易水道事業、港湾整

備事業（埋立事業並びに荷役機械、上屋、

倉庫、貯木場及び船舶の離着岸を補助する

ための船舶を使用させる事業に限る。）、

病院事業、市場事業、と畜場事業、観光施

設事業、宅地造成事業及び公共下水道事業

に係るもの 

免除 

 

 

 

 

 

  

条例第５条

第２号に掲

げるもの 

鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第

２条第１項に規定する鉄道事業で一般の需

要に応ずるものの用に供する施設（本線、

支線及び車庫等への引込線）及び同条第５

項に規定する索道事業で一般の需要に応ず

るものの用に供する施設（市と占用者との

使用関係が相互無償の場合に限る。） 

免除 

条例第５条

第３号に掲

げるもの 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

による選挙運動のために使用する物件 

免除 

条例第５条

第４号に掲

げるもの 

農道、林道その他の公共通路 免除 

街（路）灯（アーチ型のものを除く。）、

防犯灯 

免除 

条例第５条

第５号に掲

げるもの 

恒例による松かざり、七夕飾り及び祭りか

ざり（露店を除く。） 

 

免除 

条例第５条

第６号に掲

げるもの 

電気事業者（小売電気事業者を除く。）が

設ける道路横断架空電線及び各戸引込線  

免除 

ガス、電気又は水道の各戸引込地下埋設 

管 

免除 



電気又はガ

スの地下埋

設管（一般

送配電事業

者・特定送

配電事業者 

・東京ガス 

・小田原ガ

ス・厚木ガ

ス・秦野ガ

ス・湯河原

ガス・二宮

ガス・ガス

事業法（昭

和２９年法

律 第 ５ １

号）に定め

る簡易ガス

事業者）  

一般送配電事

業者・特定送

配電事業者・

東京ガス 

外径０．２

メートル未

満 

減免なし 

その他 １０パーセント減

額 

その他のガス

事業者 

外径０．１

メートル未

満 

減免なし 

外径０．１

メートル以

上０．１５

メートル未

満 

１０パーセント減

額 

外径０．１

５メートル

以上０．２

メートル未

満 

２０パーセント減

額 

その他 ３０パーセント減

額 

ガス管の防災用ブロック施設 免除 

電気事業者が設ける支柱及び支線 免除 

道路附属物、信号機又は委任信号機を無償

で添架している電柱若しくは電話柱 

免除 

電気事業者以外の者が設ける支柱及び支線  免除 

支線柱の基礎が道路敷地になく上空占用の

みの支線柱 

免除 

認定電気通信事業者電話柱を支えるために

設ける支線柱 

１０パーセント減

額  

 防犯カメラ 免除 

カーブミラー 免除 

ベンチ、スツール、ゴミ容器、フラワーポ

ット、花壇、掲示板、案内図板で営利目的 

免除 

がなく、交通安全、道路の美化及び公衆の

利便に著しく寄与する物件 

 



委任信号機柱 免除 

携帯電話等の小型の無線基地局及びこれに

類する小型の無線基地局  

７０パーセント減

額 

認定電気通信事業者が設ける道路横断架空

電線、各戸引込電線及び各戸引込地下埋設

管 

免除 

  公共的団体が公共目的のために設ける有線

放送電話柱、架空電線及び各戸引込管 

免除 

  公益法人が設置する有線テレビジョン電柱、

架空の道路横断電線及び各戸引込電線 

免除 

  公益法人が設置する有線テレビジョンの架

空縦断電線 

５０パーセント減

額 

  テレビ放送の受信障害を解消するための専

用施設で非営利的なもの（共同アンテナ用

ケーブル等）  

免除 

  バス停留所に付随して設置されるベンチ、

上屋及びバス待合所 

免除 

  

  

  

  

  

  

タクシー乗場上屋及びタクシー乗場標識

（広告添架のないもの) 

免除 

消火ホース格納箱 免除 

下水道事業者以外の者が設ける下水道管で、

その流末が下水道事業者の設ける下水道又

は河川、水路等に接続するもの  

免除 

公共的団体が設ける水管及び下水道管 免除 

かんがい排水施設その他農業用地の保全又

は利用上必要な施設 

免除 

  

道路の上空に設置されている電線類を撤去

し、道路の地下に埋設する場合に、占用許

可を受けて地中に設ける電線類（「地下に

設ける電線その他の線類」として占用料を

徴収するものを除く。）及びこれらと一体

不可分な物件（変圧器等の地上機器をいう。

以下同じ。）並びに電線類が上空に設置さ 

免除 

れていない道路において、占用許可を受け

て地中に設ける電線類（「地下に設ける電

 



線その他の線類」として占用料を徴収する

ものを除く。）及びこれらと一体不可分な

物件 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電線共同溝、キャブシステム及び自治体管

路に収容される地下に設ける電線その他の

線類 

５０パーセント減

額 

電線共同溝、キャブシステム及び自治体管

路に収容される地下に設ける電線その他の

線類と一体不可分な物件（変圧器等の地上

機器をいう。） 

条例規定額に９分

の８を乗じて得た

額を減額 

有線音楽放送線及び有線テレビジョン放送

線の各戸引込管 

免除 

アーケード（アーケード連絡協議会が承認

したものに限る。） 

免除 

各戸出入口として使用する通路及び通路橋

（水路に蓋掛けした通路で隣接地から当該

道路へ出入りするため日常生活上不可欠な

ものを含む。） 

免除 

突出し看板、野立て看板のうち自家用看板

のもの 

７０パーセント減

額 

公共掲示板、町内案内図板及び地域案内図

板 

免除 

緊急自動車出動看板 免除 

消防水利標識 免除 

公共施設案内標識 免除 

民営バス停留所

標識 

  

広告添架のないもの 免除 

広告添架のあるもの ７５パーセント減

額 

道路法施行令第７条第１２号に係る自転車

等駐車器具 

５０パーセント減

額 

地上権等により道路敷の権原を取得し、道

路を築造した場合における当該道路敷内の 

土地所有者の占用物件（ただし、地上権等

設定の際占用料徴収を前提としている場合 

免除 

は除く。）  



 電柱、電話柱、軌道柱、街灯、消火栓標識

又は公共交通・軌道の停留所標識に添加さ 

れた広告（以下「添加広告」という。）及 

び建物、塀その他道路区域外の工作物又は

物件に添加され、道路区域内に突出する広

告（突出看板）のうち、表裏２面に表示し

ているもの 

３０パーセント減

額（添加広告のう 

ち、巻付広告につ

いては、６５パー

セント減額） 

上記基準により難いもの又はその他特に必

要と認める物件 

その都度市長が定

める率 

 別表中 

「  

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

                 

     

                」  

 

「  

６，９３０ ４１５ 

７，０３５ ４２２ 

９，５５５ ５７３ 

１５，１２０ ９０７ 

１９，４２５ １，１６５ 

９，６６０ ５７９ 

１０，２９０ ６１７ 

３，９９０ ２３９ 

６，６１５ ３９６ 

４，３０５ ２５８ 

４，６２０ ２７７ 

を 



 

             

          

 

 

 

 

    

 

 

             

  

 

                」  

改 め る 。  

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

７，７５８ ４６５ 

７，９５１ ４７７ 

１０，４７０ ６２８ 

１８，５５０ １，１１３ 

２３，６７０ １，１６５ 

１１，７２０ ７０３ 

１３，１５０ ７８９ 

４，６２０ ２７７ 

４，８７３ ２９２ 

５，４４１ ３２６ 

５，４４１ ３２６ 

に 


